
 

理の重要性が高まった。 
・ERM のフレームワークにおいて，台風モデルはリスク

管理や収益性の評価のために活用されており，ERM の

基盤としての重要なツールの一つとなっている。 
・台風モデルを用いた確率論解析により，イベントロス

テーブルやEPカーブなどの出力結果を得ることができ

る。これら結果を用いて，損保業界では自社の資本十分

性の評価，ストレステスト，再保険ストラクチャーの評

価などを行っている。 
・台風モデルの主な課題には，保険契約データの品質，

台風に伴う水災リスクの評価，温帯低気圧のモデル化，

脆弱性曲線の見直し，非モデル化リスクの評価などがあ

る。モデルの改善は結果の不確実性の減少に結びつき，

不確実性の減少は資本コストの削減につながるため，重

要な取り組みである。 
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１．はじめに  

風力発電設備の設計風速を評価するためには，年最

大風速の 50 年再現期待値を精度よく求める必要があ

る。強風の成因が温帯低気圧である地域においては，

国際基準 IEC61400-1 第 3 版 1)に示されるように，MCP
法(Measure-Correlate-Predict)を用いて，近隣の気象官署

での風観測記録から対象地点における風速を推定し，

ガンベル分布により年最大風速の 50 年再現期待値を

求めることができる。一方，日本のように熱帯低気圧

および温帯低気圧の両方が強風の要因となる混合気候

では，強風の成因を考慮した年最大風速の 50 年再現期

待値を評価する必要がある 2)。 
日本では極値風速の評価で考慮すべき強風の成因に

ついて，熱帯低気圧の影響が最も重要である。例えば，

日本近海では年間平均 26 個の台風が発生し，その 1
割程度が上陸する。しかし，顕著な台風の発生が稀で

あり，しかも台風の進路をたまたま外れた気象官署で

は大きな風速が観測されないことがあり得る。このよ

うな熱帯低気圧による風観測記録の統計的不安定性を

補う方法として，モンテカルロシミュレーション

(Monte Carlo Simulation)により熱帯低気圧に起因する

強風の非超過確率を求める手法 3)が提案されており，

日本建築学会(2015) 4)，ASCE(2000) 5)等の指針に用いら

れている。モンテカルロシミュレーションによる手法

は，風観測により極値風速を求める従来手法に比べ，

統計的に安定し，予測の不確かさが小さいと言われて

いる。しかし，これまでの研究ではモンテカルロシミ

ュレーションによる予測の不確かさについて定量的に

評価した例は少ない。最近，石原と山口（2012）6)は，

モンテカルロシミュレーションの解析年数およびモン

テカルロシミュレーションに用いる気圧の観測年数が

極値風速の不確かさに与える影響を定量的に評価し，

温帯低気圧と熱帯低気圧の観測年数に起因する不確か

さを考慮した極値風速の評価を可能にした。 

風力発電設備の設計風速を評価する際には建設地

点の自然環境を考慮することが重要である。建設地点

の地形が平坦な場合における設計風速は，建築基準法

に示す基準風速（10分間平均風速の50年再現期待値）

を用いることができる。一方，建設地点の地形の影響

を受ける場合には地形による平均風速の割増係数を数

値流体解析により評価する必要がある。台風のモンテ

カルロシミュレーションを利用すれば，風向特性を考

慮した平均風速の割増係数の評価（菊地と石原，2010）
7)が可能であり，平均風速の割増係数評価の合理化に

繋がる。風向特性を考慮した設計風速の評価手法は風

力発電設備の耐風設計で用いられている。 

本稿では土木学会発行の風力発電設備支持物構造

設計・同解説 2010 年版 8)に用いられている設計風速の

評価手法および国際基準IEC61400-1の第4版に提案し

た台風のモンテカルロシミュレーション 6)を利用した

設計風速の評価手法について説明するとともに，風力

発電設備に作用する風荷重の部分安全係数に関する考

え方および風力発電設備の設計風速評価についての新

しい取り組みについて紹介する。 
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２．基準風速マップに基づく設計風速の評価 

風力発電設備の設計風速を評価する際には，図1に

示す設計基準風速の分布を用いることができる。建築

基準法（平成 12 年告示 1454 号）の基準風速の値は

30m/s～46m/sの間にあり，市町村別に定められている。

この設計基準風速は平坦な地形上（粗度区分II，高さ

10m）における10分間平均風速の50年再現期待値を表

している。 

 

図1 基準風速の分布 
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図2 風向別平均風速の割増係数（室戸岬） 

 
建設地点の地形が平坦な場合には，設計風速は基準

風速をベースに地表面粗度，ハブ高さを考慮して評価

することができるが，一方，建設地点の地形が急峻な

場合には設計風速を解析的に求めることが困難である

が，気流解析により，地形や地表面粗度を考慮した平

均風速の割増係数を求め，山岳地帯における設計風速

を評価することが可能である。図2には数値解析によ

り複雑地形上の風速の割増係数を求めた一例を示す。

このケースでは70mの高さでも風速の割増係数が1.37

に達していることが分かる。風圧力は風速の２乗に比

例することから，風速の割増係数を正確に評価するこ

とは風力発電設備の耐風安全性を考える上で極めて重

要である。風車は風況のよい地点に建設され，台風時

には周辺地域よりも強い風が吹くことが多い。風車を

建設する際に設置地点での設計風速の評価を誤ると，

台風時に大きな被害を受ける可能性がある。 

一方，日本では年最大風速の 50 年再現期待値が台

風によって支配される。台風シミュレーション 6)によ

り年最大風速を求めることにより，台風時の風向特性

と地形による平均風速の割増係数を同時に考慮するこ

とができ，風向特性を考慮した地形による平均風速の

割増係数評価手法を用いることもできる。図3には，

台風シミュレーションから求めた地形による平均風速

の割増係数の一例を示す。図中の細い点線が平坦地形

上の年最大風速の非超過確率，太い実線が実地形上の

年最大風速の非超過確率，プロットは台風による年最

大風速の観測値である。実地形上の年最大風速の 50

年再現期待値と平坦地形上の年最大風速の 50 年再現

期待値との比から求めた割増係数は 1.29 である。この

ように，台風時の風向特性を考慮することにより，平

均風速の割増係数が低減することが分かる。 
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図 3 台風シミュレーションから求めた地形による平均風

速の割増係数（室戸岬） 

 
３．モンテカルロシミュレーションに基づく設計風速の評価 

洋上には基準風速マップが存在しないため，洋上風

力発電所を建設する際の設計風速の評価が問題になる。

モンテカルロシミュレーションに基づき，年最大風速

の50年期待値を評価できるとともに，長期間のシミュ

レーションができるため，従来の風観測に基づく評価

に比べ，不確かさが低いことも期待される。 

以下，石原と山口（2012）6)の研究に示されている

モンテカルロシミュレーションの手法を述べると共に，

洋上風力発電所の建設地点における設計風速評価の結

果を示す。  
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図 4 熱帯低気圧のモンテカルロシミュレーションの

フロー 
 

図 4に熱帯低気圧のシミュレーションのフローを示

す。まず，過去の熱帯低気圧に関する進路や気圧等の

観測データにより，熱帯低気圧の気圧場を表す5つの

パラメータ(中心気圧低下量，最大風速半径，進行速度，

最接近距離，進行方向)及び熱帯低気圧の年発生数の確

率分布を求める。次に求められた確率分布を用いて，

モンテカルロシミュレーションにより1万年分の仮想

熱帯低気圧を発生させる。そして発生した熱帯低気圧

の気圧場から傾度風速を求め，地表面の粗度や地形の

効果を考慮した実地形上の風速を推定する。最後に，

推定した風速の時系列データを基に各年における年最

大風速を抽出し，昇順に並べ，非超過確率分布を求め

る。 

図5には本稿が対象とする洋上風力発電所の位置を

示す。対象地点は，千葉県銚子市沖の北緯35度 40分

41.87 秒，東経 140 度 49 分 35.91 秒(日本測地系)，

海上高度100mの洋上地点である。風観測データは1995

年～2007 年までの 13 年間の銚子地方気象台における

10分間平均風向・風速データを用い，風向・風速の時

系列データは洋上風力発電所の対象地点に変換し，台

風シミュレーションの結果との比較に使用した。 
 

 

図 5 洋上風力発電所の場所 

３．１ 熱帯低気圧パラメータの評価 

熱帯低気圧パラメータの確率分布を求める際に，気

象庁における 1961 年から 2007 年の熱帯低気圧の経路
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図2 風向別平均風速の割増係数（室戸岬） 
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図 3 台風シミュレーションから求めた地形による平均風

速の割増係数（室戸岬） 

 
３．モンテカルロシミュレーションに基づく設計風速の評価 

洋上には基準風速マップが存在しないため，洋上風

力発電所を建設する際の設計風速の評価が問題になる。

モンテカルロシミュレーションに基づき，年最大風速

の50年期待値を評価できるとともに，長期間のシミュ

レーションができるため，従来の風観測に基づく評価

に比べ，不確かさが低いことも期待される。 

以下，石原と山口（2012）6)の研究に示されている

モンテカルロシミュレーションの手法を述べると共に，

洋上風力発電所の建設地点における設計風速評価の結

果を示す。  
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図 4 熱帯低気圧のモンテカルロシミュレーションの

フロー 
 

図 4に熱帯低気圧のシミュレーションのフローを示

す。まず，過去の熱帯低気圧に関する進路や気圧等の

観測データにより，熱帯低気圧の気圧場を表す5つの

パラメータ(中心気圧低下量，最大風速半径，進行速度，

最接近距離，進行方向)及び熱帯低気圧の年発生数の確

率分布を求める。次に求められた確率分布を用いて，

モンテカルロシミュレーションにより1万年分の仮想

熱帯低気圧を発生させる。そして発生した熱帯低気圧

の気圧場から傾度風速を求め，地表面の粗度や地形の

効果を考慮した実地形上の風速を推定する。最後に，

推定した風速の時系列データを基に各年における年最

大風速を抽出し，昇順に並べ，非超過確率分布を求め

る。 

図5には本稿が対象とする洋上風力発電所の位置を

示す。対象地点は，千葉県銚子市沖の北緯35度 40分

41.87 秒，東経 140 度 49 分 35.91 秒(日本測地系)，

海上高度100mの洋上地点である。風観測データは1995

年～2007 年までの 13 年間の銚子地方気象台における

10分間平均風向・風速データを用い，風向・風速の時

系列データは洋上風力発電所の対象地点に変換し，台

風シミュレーションの結果との比較に使用した。 
 

 

図 5 洋上風力発電所の場所 

３．１ 熱帯低気圧パラメータの評価 

熱帯低気圧パラメータの確率分布を求める際に，気

象庁における 1961 年から 2007 年の熱帯低気圧の経路
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 4

データ，気圧の地上観測データおよび天気図からデジ

タル化された中心位置と等圧線情報により構築された

熱帯低気圧データベースを用いた。 
熱帯低気圧の発生頻度lは 1 年間に対象地点を中心

に半径 500km の円内を通過した熱帯低気圧の数とし

て定義し，過去の観測データから年別の発生頻度を求

める。また，熱帯低気圧の中心気圧 pC，進行速度C ，

進行方向q ，最接近距離 mind は過去の観測データから

求めた。最大風速半径 mR は，次式に示す Schloemer9) に

より提案された気圧場モデルにより求める。 

 
( ) expc m

c

p r p R
p p r

      
 (1) 

ここで， ( )p r は熱帯低気圧の中心から r の位置での海

面気圧の値である。気象官署での海面気圧観測値と気

圧場モデルとの差が最小となるように mR を最小二乗

法により同定した。周辺気圧 pも mR と同様に最小二

乗法により決定することができる。この場合には中心

気圧低下量は p p p   C により求める。 

熱帯低気圧の5つのパラメータと発生頻度を示す確

率密度関数により近似した。 p ， mR ，C は対数正規

分布とワイブル分布の混合分布（Ishihara et al.10)）， は

正規分布(Vickery and Twisdale11))， mind は二次関数，
はポアソン分布によって近似する。銚子地方気象台に

おける熱帯低気圧パラメータの確率密度関数およびそ

の変数の値も表1に示した。ここで， と は対象と

する各パラメータの平均値との標準偏差， k と c はワ

イブル分布の形状係数と尺度係数，a は混合係数，z は
二次関数の係数， r は代表半径（500km）， m は年平

均発生回数， x は年間発生数である。 

３．２ 熱帯低気圧の生成 

表 2 には，熱帯低気圧の観測データから求めたパラ

メータ間の相関係数を示す。この表からパラメータに

よって0.3を超える相関係数がみられることが分かる。

これらの相関を Ishihara et al.10) によって提案された修

正直交変換法(modified orthogonal decomposition)を用い

て再現し，相関関係を満たすようなパラメータの組で

表される仮想的な熱帯低気圧を発生させる。以下に修

正直交変換法の詳細を示す。 
熱帯低気圧パラメータの 5 個のパラメータを正規化

し，次のようにベクトルの形で表す。 

       minln , ln , ln , ,T
mx p R C d   (2) 

熱帯低気圧のパラメータ間の分散共分散行列を S
とし，固有値 ( )k と固有ベクトル行列 ( )k を次式によ

り求める。 

 ( ) ( ) 0k kS E      (3) 

まず，5 個の要素からなり要素間の相関がないパラ

メータの組 iz を，目標確率分布を満たすように対象と

表 1 熱帯低気圧の各パラメータの確率密度関数 
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Central pressure depth 
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する期間において発生させる。ただし，各年の年発生

数は発生頻度の確率分布に従うとする。ここで，相関

を考慮したパラメータの組 ix は次式により得ること

ができる。 

 
1(1) (2) (5)

i ix z


        (4) 

これらのベクトル ix を熱帯低気圧パラメータの組と

する。ただし， ix の個々の要素間の相関は目標とする

相関を満たしているが，確率分布は目標関数に従わな

いことに注意する必要がある。 

最後に， ix を昇順に並び替え，確率分布が目標確率

分布を満たすように個々の要素を微修正する。このと

きパラメータの組み合わせは変えないため，パラメー

タ間の相関にはほとんど影響を与えない。 

表 3 には，修正直交変換法により求めた相関係数を

示す。修正直交変換法により求めた相関係数は，熱帯

低気圧の観測データより求めた相関係数（表 2）とほ

ぼ一致していることが分かる。このように求めた熱帯

低気圧の各パラメータの確率密度関数は，図 6 に示す

ように観測データもよく近似していることが分かる。 

 
表 2 熱帯低気圧パラメータの観測値の相関係数 

 ln(Δp) ln(Rm) ln(C) θ dmin 
ln(Δp) 1.00 -037 -0.02 -0.03 0.27
ln(Rm) -0.37 1.00 0.42 -0.06 -0.28
ln(C) -0.02 0.42 1.00 -0.31 -0.27
θ -0.03 -0.06 -0.31 1.00 -0.35

dmin 0.27 -0.28 -0.27 -0.35 1.00

 

表 3 熱帯低気圧パラメータの予測値の相関係数 

 ln(Δp) ln(Rm) ln(C) θ dmin 
ln(Δp) 1.00 -0.36 0.01 -0.03 0.25
ln(Rm) -0.36 1.00 0.38 -0.05 -0.27
ln(C) 0.01 0.38 1.00 -0.28 -0.25
θ -0.03 -0.05 -0.28 1.00 -0.35

dmin 0.25 -0.27 -0.25 -0.35 1.00

 
以上に述べた確率モデルにより生成された熱帯低気

圧の気圧場の精度を検証するために，個々のパラメー

タの検証では不十分であり，本研究では傾度風速を利

用した検証を行った。傾度風速は，気圧勾配が遠心力

とコリオリ力とバランスすると仮定した運動方程式か

ら求めることができ，次式により表される。 

0rgv   (5) 

 
2sin sin

2 2g
C fr C fr r pv

r
 


        

  (6) 

ここで， rgv と gv はそれぞれ半径方向と接線方向の速

度成分を示し， f はコリオリパラメータ， は空気密

度， は熱帯低気圧の進行方向を示す 3)。 
図 7 には，傾度風モデルにより推定した銚子気象台

における1万年分の熱帯低気圧の10分平均風速の時系

列データから年最大風速の非超過確率分布と実際に観

測された熱帯低気圧の経路と気圧のデータから求めた

年最大風速を示す。仮想的に発生した熱帯低気圧によ

り求めた傾度風速の年最大風速は，気圧場の観測デー

タにより求めた傾度風速と一致していることから，本

手法により推定した熱帯低気圧パラメータが精度よく

観測された気圧場を再現していることが分かる。 
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図 7 銚子気象台地点における傾度風の年最大値の予
測値と観測値との比較 

３．３ 地上風速の評価 

熱帯低気圧に伴う地上風速は対象地点の周辺地形と

地表面粗度の影響を受け，Ishihara et al.10)により提案さ

れた次式により求めた。 

 t F tu u S   (7) 
 t F tD    (8) 

ここで, tu と t は洋上対象地点での熱帯低気圧が通

過時の風速と風向を表し， Fu と F は一様粗度の平坦

地形上での熱帯低気圧通過時の風速と風向を表す。局

所地形の影響による風速の割増係数 tS と風向偏角 tD
は気流解析により求めた。 

一様粗度の平坦地形上の対象地点における平均風速

の鉛直分布  u z と風向偏角の鉛直分布  z は次式の

ように表される 10)。 

  
u

g
g

zu z u
z


 

   
 

 (9) 

  
1.1

1.0 0.4s
g

zz
z

 
 

   
 

 (10) 

ここで， gu ( 2 2
g rgv v  )は傾度風速， gz は傾度風高

さ，z は地表面からの高さ， u は平均風速の鉛直分布
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データ，気圧の地上観測データおよび天気図からデジ

タル化された中心位置と等圧線情報により構築された

熱帯低気圧データベースを用いた。 
熱帯低気圧の発生頻度lは 1 年間に対象地点を中心

に半径 500km の円内を通過した熱帯低気圧の数とし

て定義し，過去の観測データから年別の発生頻度を求

める。また，熱帯低気圧の中心気圧 pC，進行速度C ，

進行方向q ，最接近距離 mind は過去の観測データから

求めた。最大風速半径 mR は，次式に示す Schloemer9) に

より提案された気圧場モデルにより求める。 

 
( ) expc m

c

p r p R
p p r

      
 (1) 

ここで， ( )p r は熱帯低気圧の中心から r の位置での海

面気圧の値である。気象官署での海面気圧観測値と気

圧場モデルとの差が最小となるように mR を最小二乗

法により同定した。周辺気圧 pも mR と同様に最小二

乗法により決定することができる。この場合には中心

気圧低下量は p p p   C により求める。 

熱帯低気圧の5つのパラメータと発生頻度を示す確

率密度関数により近似した。 p ， mR ，C は対数正規

分布とワイブル分布の混合分布（Ishihara et al.10)）， は

正規分布(Vickery and Twisdale11))， mind は二次関数，
はポアソン分布によって近似する。銚子地方気象台に

おける熱帯低気圧パラメータの確率密度関数およびそ

の変数の値も表1に示した。ここで， と は対象と

する各パラメータの平均値との標準偏差， k と c はワ

イブル分布の形状係数と尺度係数，a は混合係数，z は
二次関数の係数， r は代表半径（500km）， m は年平

均発生回数， x は年間発生数である。 

３．２ 熱帯低気圧の生成 

表 2 には，熱帯低気圧の観測データから求めたパラ

メータ間の相関係数を示す。この表からパラメータに

よって0.3を超える相関係数がみられることが分かる。

これらの相関を Ishihara et al.10) によって提案された修

正直交変換法(modified orthogonal decomposition)を用い

て再現し，相関関係を満たすようなパラメータの組で

表される仮想的な熱帯低気圧を発生させる。以下に修

正直交変換法の詳細を示す。 
熱帯低気圧パラメータの 5 個のパラメータを正規化

し，次のようにベクトルの形で表す。 

       minln , ln , ln , ,T
mx p R C d   (2) 

熱帯低気圧のパラメータ間の分散共分散行列を S
とし，固有値 ( )k と固有ベクトル行列 ( )k を次式によ

り求める。 

 ( ) ( ) 0k kS E      (3) 

まず，5 個の要素からなり要素間の相関がないパラ

メータの組 iz を，目標確率分布を満たすように対象と

表 1 熱帯低気圧の各パラメータの確率密度関数 
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する期間において発生させる。ただし，各年の年発生

数は発生頻度の確率分布に従うとする。ここで，相関

を考慮したパラメータの組 ix は次式により得ること

ができる。 

 
1(1) (2) (5)

i ix z


        (4) 

これらのベクトル ix を熱帯低気圧パラメータの組と

する。ただし， ix の個々の要素間の相関は目標とする

相関を満たしているが，確率分布は目標関数に従わな

いことに注意する必要がある。 

最後に， ix を昇順に並び替え，確率分布が目標確率

分布を満たすように個々の要素を微修正する。このと

きパラメータの組み合わせは変えないため，パラメー

タ間の相関にはほとんど影響を与えない。 

表 3 には，修正直交変換法により求めた相関係数を

示す。修正直交変換法により求めた相関係数は，熱帯

低気圧の観測データより求めた相関係数（表 2）とほ

ぼ一致していることが分かる。このように求めた熱帯

低気圧の各パラメータの確率密度関数は，図 6 に示す

ように観測データもよく近似していることが分かる。 

 
表 2 熱帯低気圧パラメータの観測値の相関係数 

 ln(Δp) ln(Rm) ln(C) θ dmin 
ln(Δp) 1.00 -037 -0.02 -0.03 0.27
ln(Rm) -0.37 1.00 0.42 -0.06 -0.28
ln(C) -0.02 0.42 1.00 -0.31 -0.27
θ -0.03 -0.06 -0.31 1.00 -0.35

dmin 0.27 -0.28 -0.27 -0.35 1.00

 

表 3 熱帯低気圧パラメータの予測値の相関係数 

 ln(Δp) ln(Rm) ln(C) θ dmin 
ln(Δp) 1.00 -0.36 0.01 -0.03 0.25
ln(Rm) -0.36 1.00 0.38 -0.05 -0.27
ln(C) 0.01 0.38 1.00 -0.28 -0.25
θ -0.03 -0.05 -0.28 1.00 -0.35

dmin 0.25 -0.27 -0.25 -0.35 1.00

 
以上に述べた確率モデルにより生成された熱帯低気

圧の気圧場の精度を検証するために，個々のパラメー

タの検証では不十分であり，本研究では傾度風速を利

用した検証を行った。傾度風速は，気圧勾配が遠心力

とコリオリ力とバランスすると仮定した運動方程式か

ら求めることができ，次式により表される。 

0rgv   (5) 

 
2sin sin

2 2g
C fr C fr r pv

r
 


        

  (6) 

ここで， rgv と gv はそれぞれ半径方向と接線方向の速

度成分を示し， f はコリオリパラメータ， は空気密

度， は熱帯低気圧の進行方向を示す 3)。 
図 7 には，傾度風モデルにより推定した銚子気象台

における1万年分の熱帯低気圧の10分平均風速の時系

列データから年最大風速の非超過確率分布と実際に観

測された熱帯低気圧の経路と気圧のデータから求めた

年最大風速を示す。仮想的に発生した熱帯低気圧によ

り求めた傾度風速の年最大風速は，気圧場の観測デー

タにより求めた傾度風速と一致していることから，本

手法により推定した熱帯低気圧パラメータが精度よく

観測された気圧場を再現していることが分かる。 
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図 7 銚子気象台地点における傾度風の年最大値の予
測値と観測値との比較 

３．３ 地上風速の評価 

熱帯低気圧に伴う地上風速は対象地点の周辺地形と

地表面粗度の影響を受け，Ishihara et al.10)により提案さ

れた次式により求めた。 

 t F tu u S   (7) 
 t F tD    (8) 

ここで, tu と t は洋上対象地点での熱帯低気圧が通

過時の風速と風向を表し， Fu と F は一様粗度の平坦

地形上での熱帯低気圧通過時の風速と風向を表す。局

所地形の影響による風速の割増係数 tS と風向偏角 tD
は気流解析により求めた。 

一様粗度の平坦地形上の対象地点における平均風速

の鉛直分布  u z と風向偏角の鉛直分布  z は次式の

ように表される 10)。 

  
u

g
g

zu z u
z


 

   
 

 (9) 

  
1.1

1.0 0.4s
g

zz
z

 
 

   
 

 (10) 

ここで， gu ( 2 2
g rgv v  )は傾度風速， gz は傾度風高

さ，z は地表面からの高さ， u は平均風速の鉛直分布

－ 165 －
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のべき指数， s は地表面または海面における風向偏角

である。またこれらのパラメータは傾度風速 gu ，地表

面粗度長 0z ，絶対渦度 f ，渦度の非一様性を表すパラ

メータ を用いて以下のように表すことができる。 
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ここで，Ro ( 0/gU f z )は修正地表ロスビー数と呼

ばれる無次元数である。このモデルの特徴は，従来風

工学の分野で用いられてきたべき法則モデルの扱い易

さの長所を兼ね備えつつ，風速の鉛直分布のべき指数，

傾度風高さ，風向の偏角と地表面粗度長，熱帯低気圧

の特性との関係が半理論的に与えられた点である。こ

のように，対象地点における地表面粗度長を与えると，

一様粗度をもつ平坦地形上の熱帯低気圧通過時の風速

と風向の鉛直分布が求められる。 

本研究では平坦地形上の風速と風向は，ISO435412）

を参照に平均風速のべき指数 0.1u  を用いて求めた。

また周辺地形の影響を受けた洋上対象地点での風向と

風速の時系列データは，非線形風況予測モデル 13）,  14）

により求めた風速の風速比と風向偏角を用いて式(7)
と式(8)により算出した。 
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図 8 平均風速の風速比の風向による変化 

図 8 は，非線形風況予測モデルにより求めた平均風

速の風速比の風向による変化を示す。風向 67.5～180°
の範囲の風速比は，概ね１であり海風に対応している。

それ以外の範囲の風向は 1 よりかなり小さく陸の影響

を強く受けている。このように海岸付近では，地表面

粗度が不均一であり，地表面粗度および周辺地形の変

化を考慮した風速の評価が必要であることがわかる。 

３．４ 極値風速の評価 

モンテカルロシミュレーションにより推定される風

速は 1 時間から 3 時間平均の風速に相当すると言われ

ている 15, 16)。極値風の 10 分平均風速を推定する際に

は平均化時間の違いを考慮した補正が必要である。

Yasui et al. 16)は，台風時の観測データを解析し，3 時間

平均風速と 10 分間平均風速との差が正規分布で近似

できることを示し，次式により正規分布の標準偏差sa

を求めた。 

 0.1a Tu    (16) 

比例定数 0.1 は Yasui et al.16) により提案された値で

ある。図 9 には，モンテカルロシミュレーションによ

り求めた年最大風速の非超過確率分布を示す。予測値

は，観測値（白丸）と一致していることが分かる。 
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図 10 MCS 法により求めた混合気候における極値風

速の予測値と観測値との比較 

日本のような混合気候では，熱帯低気圧と温帯低気

圧による強風に分けて成因別の確率分布を評価した後，

確率分布を合成する必要がある。温帯低気圧に起因す

る年最大風速 Eu と熱帯低気圧に起因する年最大風速

 7

Tu は独立の事象であると仮定した場合，温帯低気圧に

起因する年最大風速の非超過確率 ( )E EF u と熱帯低気

圧に起因する年最大風速の非超過確率 ( )T TF u とを合

成した混合確率分布 ( )C CF u は次式より評価できる。 

    ( )C C E E T TF u F u F u   (17) 

図 10 には，式(17)を用いて求めた混合確率分布を実

線で示す。混合確率分布は，広い範囲の再現期間にお

いて観測値(白丸)とよく一致していることが分かる。 

３．５ 不確かさの評価 

モンテカルロシミュレーションに用いている台風パ

ラメータは，観測データを基に確率分布でモデル化し

ているため極値風速の予測値には不確かさが内在して

いる。極値風速の不確かさを評価する指標として，年

最大風速の 50 年再現期待値周りの標準偏差を取り上

げ，モンテカルロシミュレーションにおける年最大風

速の解析年数による不確かさと気圧場データの年数に

よる不確かさを評価した。また，温帯低気圧と熱帯低

気圧双方の不確かさを考慮した極値風速の評価式を提

案した。 

年最大風速の観測年数が年最大風速の 50 年再現期

待値の不確かさに与える影響を調べるために，ガンベ

ルの理論を用いた。ある再現期間に対応する年最大風

速の分散 2
u は，次式により表される。 

 
2

2 21 0.885( ) 0.6687( )N
u y y

N


          (18) 

ここで，N は推定に用いた母集団のデータ数（観測年

数または解析年数）を， N は母集団の標準偏差，yは
求めたい再現期間に対応する基準化変数である。 
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図 11 ガンベル理論とモンテカルロシミュレーショ

ンにより求めた 50 年再現期待値の標準偏差の

比較 

 

図 11 から，ガンベル理論により求めた 50 年再現期

待値の標準偏差は，解析年数が短い場合に大きく，解

析年数が長くなるに従い小さくなることが分かる。ま

た，ガンベル理論の標準偏差(点線)は，モンテカルロ

シミュレーションから求めた標準偏差（黒丸）とよく

一致していることから，ガンベル理論から算出された

標準偏差は，十分な精度をもつことが分かる。 
熱帯低気圧のパラメータは，気圧の観測データを基

に求められているため，モンテカルロシミュレーショ

ンによる極値風速の予測値には気圧データの不確かさ

による影響が含まれる。気圧の観測年数が年最大風速

の 50 年再現期待値に与える影響を調べるために，用い

た熱帯低気圧の観測年数と年最大風速の 50 年再現期

待値との関係を調べた。 

図 12 には，年最大風速の 50 年，100 年，500 年再現

期待値の変動係数と気圧の観測年数との関係を示す。

変動係数 ( / )p p Tu  は，10，20，30 年の気圧の観測

値を用いて求めた年最大風速の 50 年再現期待値の平

均値 Tu と標準偏差 p から算出した。図中の点線は次

式に示す変動係数 p と観測年数との関係から求めた。 

 0.003exp( 0.1( 25)) 0.03, 10p N N       (19) 

ここで，観測年数N の最小値は IEC61400-1 1)の推奨値

を準用し，10 年以上とした。観測期間 10 年の変動係

数 p は，4.1 %であり，気圧の観測年数が長くなるに

従い，ばらつきが小さくなる。観測年数 30 年以上の変

動係数 p は 3.0 %に漸近することが分かる。このよう

に，気圧の観測データの不確かさによる標準偏差

p (1.5m/s)は，解析年数１万年の熱帯低気圧のモンテ

カルロシミュレーションの不確かさによる標準偏差

u (0.3m/s)より大きく，気圧の観測年数による不確か

さが支配的であることが分かる。また変動係数は再現

期間が変化しても殆ど変化せず，同じ式で評価できる

ことが分かる。 
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図 12 年最大風速の 50 年再現期待値の変動係数と熱
帯低気圧の観測年数との関係 

 

 モンテカルロシミュレーションの解析年数による年

最大風速の 50 年再現期待値の標準偏差 u と気圧デー
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のべき指数， s は地表面または海面における風向偏角

である。またこれらのパラメータは傾度風速 gu ，地表

面粗度長 0z ，絶対渦度 f ，渦度の非一様性を表すパラ

メータ を用いて以下のように表すことができる。 
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ここで，Ro ( 0/gU f z )は修正地表ロスビー数と呼

ばれる無次元数である。このモデルの特徴は，従来風

工学の分野で用いられてきたべき法則モデルの扱い易

さの長所を兼ね備えつつ，風速の鉛直分布のべき指数，

傾度風高さ，風向の偏角と地表面粗度長，熱帯低気圧

の特性との関係が半理論的に与えられた点である。こ

のように，対象地点における地表面粗度長を与えると，

一様粗度をもつ平坦地形上の熱帯低気圧通過時の風速

と風向の鉛直分布が求められる。 

本研究では平坦地形上の風速と風向は，ISO435412）

を参照に平均風速のべき指数 0.1u  を用いて求めた。

また周辺地形の影響を受けた洋上対象地点での風向と

風速の時系列データは，非線形風況予測モデル 13）,  14）

により求めた風速の風速比と風向偏角を用いて式(7)
と式(8)により算出した。 
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図 8 は，非線形風況予測モデルにより求めた平均風

速の風速比の風向による変化を示す。風向 67.5～180°
の範囲の風速比は，概ね１であり海風に対応している。

それ以外の範囲の風向は 1 よりかなり小さく陸の影響

を強く受けている。このように海岸付近では，地表面

粗度が不均一であり，地表面粗度および周辺地形の変

化を考慮した風速の評価が必要であることがわかる。 

３．４ 極値風速の評価 

モンテカルロシミュレーションにより推定される風

速は 1 時間から 3 時間平均の風速に相当すると言われ

ている 15, 16)。極値風の 10 分平均風速を推定する際に

は平均化時間の違いを考慮した補正が必要である。

Yasui et al. 16)は，台風時の観測データを解析し，3 時間

平均風速と 10 分間平均風速との差が正規分布で近似

できることを示し，次式により正規分布の標準偏差sa

を求めた。 

 0.1a Tu    (16) 

比例定数 0.1 は Yasui et al.16) により提案された値で

ある。図 9 には，モンテカルロシミュレーションによ

り求めた年最大風速の非超過確率分布を示す。予測値

は，観測値（白丸）と一致していることが分かる。 
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図 10 MCS 法により求めた混合気候における極値風

速の予測値と観測値との比較 

日本のような混合気候では，熱帯低気圧と温帯低気

圧による強風に分けて成因別の確率分布を評価した後，

確率分布を合成する必要がある。温帯低気圧に起因す

る年最大風速 Eu と熱帯低気圧に起因する年最大風速
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Tu は独立の事象であると仮定した場合，温帯低気圧に

起因する年最大風速の非超過確率 ( )E EF u と熱帯低気

圧に起因する年最大風速の非超過確率 ( )T TF u とを合

成した混合確率分布 ( )C CF u は次式より評価できる。 

    ( )C C E E T TF u F u F u   (17) 

図 10 には，式(17)を用いて求めた混合確率分布を実

線で示す。混合確率分布は，広い範囲の再現期間にお

いて観測値(白丸)とよく一致していることが分かる。 

３．５ 不確かさの評価 

モンテカルロシミュレーションに用いている台風パ

ラメータは，観測データを基に確率分布でモデル化し

ているため極値風速の予測値には不確かさが内在して

いる。極値風速の不確かさを評価する指標として，年

最大風速の 50 年再現期待値周りの標準偏差を取り上

げ，モンテカルロシミュレーションにおける年最大風

速の解析年数による不確かさと気圧場データの年数に

よる不確かさを評価した。また，温帯低気圧と熱帯低

気圧双方の不確かさを考慮した極値風速の評価式を提

案した。 

年最大風速の観測年数が年最大風速の 50 年再現期

待値の不確かさに与える影響を調べるために，ガンベ

ルの理論を用いた。ある再現期間に対応する年最大風

速の分散 2
u は，次式により表される。 

 
2

2 21 0.885( ) 0.6687( )N
u y y

N


          (18) 

ここで，N は推定に用いた母集団のデータ数（観測年

数または解析年数）を， N は母集団の標準偏差，yは
求めたい再現期間に対応する基準化変数である。 
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図 11 ガンベル理論とモンテカルロシミュレーショ

ンにより求めた 50 年再現期待値の標準偏差の

比較 

 

図 11 から，ガンベル理論により求めた 50 年再現期

待値の標準偏差は，解析年数が短い場合に大きく，解

析年数が長くなるに従い小さくなることが分かる。ま

た，ガンベル理論の標準偏差(点線)は，モンテカルロ

シミュレーションから求めた標準偏差（黒丸）とよく

一致していることから，ガンベル理論から算出された

標準偏差は，十分な精度をもつことが分かる。 
熱帯低気圧のパラメータは，気圧の観測データを基

に求められているため，モンテカルロシミュレーショ

ンによる極値風速の予測値には気圧データの不確かさ

による影響が含まれる。気圧の観測年数が年最大風速

の 50 年再現期待値に与える影響を調べるために，用い

た熱帯低気圧の観測年数と年最大風速の 50 年再現期

待値との関係を調べた。 

図 12 には，年最大風速の 50 年，100 年，500 年再現

期待値の変動係数と気圧の観測年数との関係を示す。

変動係数 ( / )p p Tu  は，10，20，30 年の気圧の観測

値を用いて求めた年最大風速の 50 年再現期待値の平

均値 Tu と標準偏差 p から算出した。図中の点線は次

式に示す変動係数 p と観測年数との関係から求めた。 

 0.003exp( 0.1( 25)) 0.03, 10p N N       (19) 

ここで，観測年数N の最小値は IEC61400-1 1)の推奨値

を準用し，10 年以上とした。観測期間 10 年の変動係

数 p は，4.1 %であり，気圧の観測年数が長くなるに

従い，ばらつきが小さくなる。観測年数 30 年以上の変

動係数 p は 3.0 %に漸近することが分かる。このよう

に，気圧の観測データの不確かさによる標準偏差

p (1.5m/s)は，解析年数１万年の熱帯低気圧のモンテ

カルロシミュレーションの不確かさによる標準偏差

u (0.3m/s)より大きく，気圧の観測年数による不確か

さが支配的であることが分かる。また変動係数は再現

期間が変化しても殆ど変化せず，同じ式で評価できる

ことが分かる。 
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図 12 年最大風速の 50 年再現期待値の変動係数と熱
帯低気圧の観測年数との関係 
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タの観測年数による標準偏差 p を考慮し，熱帯低気圧

のモンテカルロシミュレーションによる年最大風速の

50 年再現期待値の標準偏差 T を次式により表すこと

ができる。 

 2 22T u u p p        (20) 

ここで,  は相関係数を表し，1 と仮定した場合に T
は安全側の評価となり，次式により表せる。 

 T u p u p Tu         (21) 

熱帯低気圧の年最大風速の 50 年再現期待値の標準

偏差 T は，モンテカルロシミュレーションの解析年

数(1 万年)による標準偏差 u (0.3m/s)と気圧の観測年

数(47年)による標準偏差 p (1.5m/s)と加算し，1.8m/sと
なる。この値は温帯低気圧の年最大風速の 50 年再現期

待値の標準偏差と同じレベルであることは文献6に示

されている。 

 

４．まとめ 

本稿では，基準風速マップに基づく設計風速の評価

手法およびモンテカルロシミュレーションに基づく設

計風速の評価手法を説明し，その有効性を実例で示し

た。またモンテカルロシミュレーションによる予測の不確

かさについて，モンテカルロシミュレーションの解析

年数および気圧の観測年数が極値風速の不確かさに与

える影響を示すとともに，温帯低気圧および熱帯低気

圧を考慮した年最大風速の 50 年再現期待値の評価結

果を示した。 
風力発電設備に作用する風荷重を評価する際には部

分安全係数が用いられている 1)。風車のヨー制御（風

向に対する追従）およびブレードのピッチ制御が正常

に働いている正常時（Normal）の部分安全係数は1.35

とし，これらの制御が正常に働かない異常時

（Abnormal）の部分安全係数は1.1として定められて

いる。これらの部分安全係数は信頼性理論に基づき，

風荷重の評価式にある設計風速，空気力係数，ガスト

ファクター等の変数に含まれる不確かさに基づき，算

出されている 17)。現在改定中の IEC61400-1 第 4 版で

は熱帯低気圧の影響を強く受ける地域において年最大

風速の変動係数を考慮した部分安全係数を定めている。 

風力発電設備に作用する風荷重は風車の制御によっ

ても大きく変化する。バッテリーを備えた風車も提案

されており，強風の持続時間やバッテリーの容量等に

ついてもモンテカルロシミュレーションに基づき決定

することが可能であり，本報で示した設計風速の評価

手法は今後さらに広く使われることが期待される。 
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１．はじめに 

 近年の自然災害の多発により，「地域防災力」の向上

が求められている。本会は強風災害に関する知識と情

報の普及や防災対策への支援を目的に，市民や自治体

職員等を対象にした災害フォーラムを他学会と協力し

て九州各地で開催し，特に地域の特性に関連した討論

を行ってきた。今回の災害フォーラムは日本風工学会

と日本建築学会災害委員会，日本建築学会九州支部と

の共催で企画を進め，2015 年 12 月 18 日に宮崎市民プ

ラザ大会議室で開催された。 
２．講演概要 

九州大学の神野達夫教授（日本建築学会九州支部災

害委員会幹事）の司会により，福岡大学高山峯夫教授

（日本建築学会九州支部災害委員長）による開会挨拶

と趣旨説明があり，続いて 4 人の講師による講演が行

われた。まず，都城高専の山本剛准教授より，火山災

害に対する住民・建築の備えと題して，火山の降灰に

よる被害事例や降灰荷重に対する建物の安全性の検討

結果が紹介された。また，火山噴火に伴う地震の危険

性が指摘され，地域の火山ハザードを理解し対策を考

えておくことの重要性が示された。続いて，宮崎大学

の原田隆典教授から地震津波に対する住民・建築の備

えと題して，地震による低地での液状化や津波，火災

を含む被害の事例，シミュレーションによる地震動や

津波の予想と対策が紹介され，企業を含む自助・共助・

公助の必要性が述べられた。次に同じく宮崎大学の宮

城弘守助教からは，風水害に対する住民・建築の備え

と題して，宮崎で風水害の発生要因や被害事例が紹介

されたほか，避難誘導標識やハザードマップの表示方

法への疑問が示された。また，宮崎での竜巻は台風に

伴う場合が多いこと，台風への事前の備えが重要であ

ることが解説された。最後に宮崎市危機管理課の岡田

繁樹課長より，宮崎市の防災・減災への取り組みと題

して，宮崎市の災害時の対応体制や南海トラフ巨大地

震に対する被害想定，津波避難タワーや防災無線の整

備等のハード対策，自主防災組織の結成促進や自治会

ごとの津波避難行動計画，避難所レイアウトの作成等

のソフト対策および防災情報の伝達手法等が紹介され，

普段からの心構えや避難時の対応の確認が重要である

ことが述べられた。講演後には講師陣との意見交換の

時間が設けられ，会場からは液状化や津波への具体的

な対策，防災士の活用手法等の行政施策に関する質問

があった。 
３．おわりに 

 宮崎市で開催された災害フォーラムは，さまざまな

災害を取り上げた多彩な内容であった。参加者は約 30
名で充実した討論が行われた。本フォーラムが宮崎地

域の総合防災力向上への一助となれば幸いである。 
謝辞 フォーラム開催にあたり，宮崎県，宮崎市の後

援を，NPO 法人宮崎県防災士ネットワークの協賛を得

ました。また，宮崎大学の関係者にご協力をいただき

ました。末筆ながら記して謝意を表します。 
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